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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism Chugoku Regional Development Bureau

公共事業を巡る動向
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公共事業関係費（政府全体）の推移 ※出典：国土交通省 令和８年度予算の概要資料
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直轄事業

補助事業

社会資本総合整備

（交付金）

1,845億円
（34%）

1,836億円
（34%）

1,701億円
（32%）

総額 ５，３８２億円

0% 20% 40% 60% 80% 100%

補助事業

直轄事業

治水 海岸 道路 港湾整備

空港整備 住宅対策 市街地整備 都市水環境整備

上下水道 水道 下水道 国営公園等

官庁営繕 推進費等

中国地方整備局の令和８年度予算

《予算の規模》
総事業費 ５，３８２億円（前年比１．０２倍）

直轄事業費 １，８３６億円（前年比１．０１倍）
補助事業費 ３，５４７億円（前年比１．０３倍）
※補助事業費は社会資本総合整備を含む

※計数はそれぞれ四捨五入しているため、直轄・補助の合計額は総事業費と一致しない。

海岸
0.5%

（9億円）

治水
19%

（349億円）

道路
45%

（765億円）

港湾整備
7%

（120億円）

空港整備1%（12億円）

都市水環境整備0.7%（13億円）

国営公園等0.4%（8億円）

官庁営繕0.3%（5億円）

治水
9%

（159億円）

道路
72%

（1319億円）

港湾整備
1%（23億円）

住宅対策
3%（54億円）

市街地整備
19%

（330億円）

下水道
19%

（326億円）

国営公園等
0.6%（10億円）

海岸
0.8%（13億円）

推進費等
0.07%（1億円）

１．配分方針
（１）令和８年度国土交通省関係予算では、「国民の安全・安心の確

保」、「持続的な経済成長の実現」、「個性をいかした地域づく
りと持続可能で活力ある国づくり」を３本柱として、令和７年度
補正予算と合わせて切れ目なく取組を進めることとしている。

（２）また、社会資本整備については、ストック効果の最大化に取り
組みつつ、既存施設の計画的な維持管理・更新・利活用を図りな
がら、上記の３本柱の実現に資する波及効果の大きなプロジェク
トを戦略的かつ計画的に展開していく必要がある。

（３）以上のような点を踏まえ、一般公共事業等予算の配分に当たっ
ては、

・気候変動による水害や土砂災害の激甚化に対抗する「流域治水」
の加速化・深化

・TEC-FORCE等の国の災害支援体制・機能の拡充・強化
・埼玉県八潮市の道路陥没事故等を踏まえたインフラ老朽化対策等

による予防保全型のインフラメンテナンスの実現
・地域における総合的な防災・減災対策、老朽化対策等に対する集

中的支援（防災・安全交付金）
・効率的な物流ネットワークの早期整備・活用
・国際コンテナ戦略港湾の機能強化・港湾ロジスティクスの強化
・成長の基盤となる社会資本整備の総合的支援（社会資本整備総合

交付金）
・コンパクト・プラス・ネットワークの推進、歴史まちづくり、地

域資源の活用を含めたゆとりとにぎわいのあるまちづくり
・多様な世帯が安心して暮らせる住宅セーフティネット機能の強化

などについて、地域の実情や要望、事業の必要性や緊急性に基づき、
配分を行う。

《配分方針》

上下水道
0.1%（1億円）

水道
1%（19億円）
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※社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金は配分国費をもとにした推計値である。
※補正額は「ゼロ国債」を含まない。
※当初額には以下の金額を含む。

H30:道路関係保留解除、平成30年度7月豪雨関係予備費、高能率貨物取扱支援施設整備事業 R1：高能率貨物取扱支援施設整備事業

1,717 1,731 1,976 
2,227 2,200 

1,868 1,860 1,869 1,808 1,814 1,836 

2,979 2,851 

3,059 

3,576 3,615 

3,055 3,312 3,208 3,349 3,442 3,547 

288
151 

363 

312 454 

529 
555 560 602 

551 
566

349 

377 

336 

888 

911 
809 801

1043 1,014 

5,550 

5,082 

5,775 

6,451 

7,158 

6,363 6,537 6,437 

6,802 6,821 

5,382 

0
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

(億円)

直轄事業(当初) 補助事業(当初) 直轄事業(補正) 補助事業(補正)

中国地方整備局の予算推移

(359)(374)

(468) (514)
(436)

(840)

(392)

(830)

３ヵ年緊急対策 ５ヵ年加速化対策

３か年緊急対策

５か年加速化対策

(512)

(736)

令和８年度国土交通省関係予算では、「国民の安全・安心の確保」、「持続的な経済成長の実現」、「個性をいかした
地域づくりと分散型国づくり」を３本柱として、令和７年度補正予算と合わせて切れ目なく取組を進めることとしてい
る。

(703)

(504)
(360)

(350)

(535)

(833)

実施中期計画

(499)

(907)
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令和８年度 新規工事発注見通し

○令和８年度の新規工事発注見通し（港湾空港部関係は除く）は、約４１０件を予定している。（公表済分）

件数

R７
当初

R８
当初

出典：中国地方整備局記者発表資料
１．工事件数は「令和８年度早期発注見通し」「令和７年度発注見通しの公表について（令和８年度４月以降）」によるものである。
２．工事件数は、発表時点での見込み数であり、今後、工事件数が変更となる場合がある。
３．工種の「その他」には、河川しゅんせつ、造園、塗装、建築、機械設備、通信設備、電気設備、受変電設備、冷暖房衛生設備を含んでいる。
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令和８年度 新規発注見通し（中国地方整備局 県別）

○令和８年度の新規工事発注見通し（港湾空港部関係は除く）は、約４１０件を予定している。（公表済分）

出典：中国地方整備局記者発表資料
１．工事件数は「令和８年度早期発注見通し」「令和８年度発注見通しの公表について

（令和８年度４月以降）」によるものである。
２．工事件数は、発表時点での見込み数であり、今後、工事件数が変更となる場合がある。
３．工種の「その他」には、河川しゅんせつ、造園、塗装、建築、機械設備、通信設備、

電気設備、受変電設備、冷暖房衛生設備を含んでいる。

件
数

件
数

件
数

件
数

件
数
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism Chugoku Regional Development Bureau

令和8年度の主な事業
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旭川ダム再生事業（建設段階に移行）

8

主な既往災害事業の効果

事業概要

○場所：（左岸）岡山県岡山市 （右岸）岡山県加賀郡吉備中央町

○目的：洪水調節機能の向上（旭川の洪水被害軽減）

洪水調節容量 23,000 千m3 → 25,000 千m3

事前放流による利水容量の一部活用

○諸元※：ダム高 約 48 m、 総貯水容量 約 59,000千m3

かがぐん きびちゅうおうちょう

※今後の調査・検討及び関係機関との協議により変更する可能性があります。

○ 既存旭川ダムの下流にダムを新設することで、貯水池を活用するとともに、洪水調節容量を23,000千m3から25,000千m3に増加する。

○ 併せて、放流設備を増強し、事前放流により利水容量の一部を洪水調節へ活用することで、洪水調節機能の向上を図る。

河川改修と併せて旭川ダム再生事業を行うことにより、河川整備計画の目標流量(年超過確率1/40※程度)
に対して、洪水氾濫による浸水被害の防止又は軽減を図る。

＜河川整備計画目標流量の想定被害軽減効果＞
浸水世帯：(整備前) 約 63,000 世帯 → (整備後) 約 33 世帯
浸水面積：(整備前) 約 2,700 ha → (整備後) 約 14 ha

被害状況洪水

床上浸水： 358戸
床下浸水： 615戸H10.10

床上浸水： 1,697戸
床下浸水： 702戸H30.7

被害状況は旭川水害史、水害統計による(水系内の集計値)。
※将来の気候変動による降水量の

増大等を踏まえた年超過確率

蒜山

真庭市

鏡野町

美咲町

吉備中央町
久米南町

赤磐市岡山市

 

 

 

朝鍋鷲ヶ山
(標高1,081m)

あさなべわしがせん

下流部

中流部

上流部

JR岡山駅

旭川ダム

新庄村
山口県

広島県

島根県

岡山県

鳥取県

旭川水系

旭川

日本海

瀬戸内海

旭川流域図

貯水池容量配分図事業内容
旭川ダム（現行） 旭川ダム（再生後）

4.洪水調節方式変更

1.既存貯水池の活用

3.利水容量の活用

2.放流設備の増強
旭川

堆砂位EL：88.0m

利水容量
28,772千m3

利水容量
28,772千m3

洪水調節容量
23,000千m3

洪水調節容量
25,000千m3

(23,000千m3+2,000千m3)

洪水貯留準備水位 EL：103.5m

洪水時最高水位 EL：110.0m 洪水時最高水位 EL：110.4m

・事前放流により利水容量の
一部を洪水調節へ活用

・河川整備計画においては
4,000千m3を見込む岡山市

吉備中央町



瀬野川水系直轄砂防事業 新規事業

○ 瀬野川流域は、河川沿いに多数の人家、国道2号・JR山陽本線といった重要な交通網、浄水場等のライフライン施設が存

在するのに加え、自動車関連企業が多数立地している。そのため、瀬野川流域にて土砂・洪水氾濫が発生した場合、甚大

な被害が想定される。

○ 年超過確率１/１００規模の豪雨により発生が想定される土砂・洪水氾濫に対して、砂防堰堤の整備等施設整備を実施する

ことで、被害を軽減・解消し、地元住民の「いのち」と「くらし」、「なりわい」を守る。

効 果事業内容

瀬野川水系直轄砂防事業における事業概要 土砂・洪水氾濫対策により、人家、国道
２号・JR山陽本線といった重要な交通網、
浄水場等のライフライン施設を保全する。

瀬野川流域

広島県

JR瀬野駅

平成30年7月豪雨災害による影響

想定氾濫範囲

畑賀川

瀬野川

位置図

瀬野川

国道2号

JR山陽本線

瀬野川沿いに、
国道2号、JR山陽本線が並走

畑賀川合流点付近の想定氾濫範囲

対策工イメージ

畑賀地区

上瀬野地区
中野東・瀬野地区

熊野町
海田町

広島市
安芸区

東広島市

国道2号
（東広島・安芸バイパス）

国道2号

JR山陽本線

自動車
関連企業

流域界浄水場

変電所

かみ せ の

なか の ひがし せ の

はた か

榎ノ山川

本事業の

施設整備予定

計画施設数  

30施設程度 瀬野川流域 
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道路事業の開通見通し

湖陵・多伎道路

静間・仁摩道路福光・浅利道路

三隅・益田道路

木与防災

俵山・豊田道路

こ り ょ う ・ た き

ふくみつ ・ あ さ り し ず ま ・ に ま

み す み ・ ま す だ

き よ ぼ う さ い

たわらやま・とよた

岩国・大竹道路
いわくに ・ おおたけ

安芸バイパス
あ き

福山道路 笠岡バイパス
かさおか 玉島・笠岡道路

(Ⅱ期)

たましま・かさおか

岡山環状南道路
おかやまかんじょうみなみ

津山南道路
つやまみなみ

北条道路
ほうじょう

鍵掛峠道路
かっかけとうげ

広島南道路

ひろしまみなみ

安芸津
バイパス

あきつ

総社・一宮バイパス
そうじゃ・いちのみや

西広島
バイパス

可部バイパス

東広島バイパス、

にしひろしま

ひがしひろしま

かべ

藤生長野
バイパス

ふじゅう ながの

志戸坂峠防災
し と さか

令和8年4月5日時点

大田・静間道路
お お だ ・ し ず ま

益田西道路
ま す だ に し

岡山西バイパス
おかやまにし

柳井・平生バイパス
やない・ひらお

にしながせ ならづ

5.9km

令和8（2026）年度※1

※ 現在工程精査中
※1 埋蔵文化財調査及び大規模橋梁工事・軟弱地盤対策工事等が順調に進捗した場合
※2 大規模橋梁工事・大規模切土工事等が順調に進捗した場合

4.4km4.5km

開通見通し

令和8年3月28日

7.9km

5.0km

は
わ
い

大
栄
東
伯

出
雲

出
雲
多
伎

出
雲
湖
陵

大
田
中
央
・

三
瓶
山

大
田
静
間

仁
摩
・

石
見
銀
山

石
見
福
光

浅
利

6.5km

石
見
三
隅

遠
田

15.2km

9.1km

益田・田万川道路
ま す だ ・ た ま が わ

7.1km

11.1km

5.1km

大井・萩道路
お お い ・ はぎ

萩

須
子

俵
山
北

13.9km

2.2km

7.6km

海土路

山手

9.8km

2.3km

4.6km

7.7km

3.3km 2.8km

9.4km

2.9km 3.5km

0.7km6.7
km

1.9
km

1.7
km

2.3km

3.6km

令和8年3月5日

富海拡幅
とのみ

2.9km

出雲・湖陵道路
い ず も ・ こ り ょ う

西条バイパス
（下三永～八本松）

さいじょう

9.2km

令和5年3月19日供用済

令和5年1月29日供用済

三隅・長門道路

10.0km

みすみ・ ながと

益田道路
（久城～高津）

ますだ

2.8km

令和8年2月1日

令和8（2026）年度※2

津ノ井バイパス
（広岡～西大路）

つのい

2.8km

台道・鋳銭司拡幅
だいどう すぜんじ

2.8km

コネクトパーキング岡山・早島
おかやま はやしま

仁保局所渋滞対策

令和6年3月9日供用済

令和6年3月9日供用済

コネクトパーキング宮島

に ほ

みやじま

4.8km

令和8年4月5日

7.6km

令和7年3月2日供用済 令和7年3月2日供用済

赤名トンネル改修
あか な

R7新規事業化

木戸山峠道路改修
き ど やまとうげ

R7新規事業化

令和8（2026）年度

福山道路

(笠岡西～長和)

13.2km
ふくやま

かさおか にし ながわ

ふくやま

R8新規事業化

長府トンネル改修

R8新規事業化
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○ 令和８年２月１日（日）、一般国道１８０号総社・一宮バイパス（一宮山崎～今岡）、吉備スマートインターチェンジ24時間化・大型車対応
の開通式典を開催。

○ 総社・一宮バイパスが吉備スマートICに直結することで、スムーズな高速道路アクセスにより、企業活動・物流の効率化と地域の雇用確保に
寄与。

○ 道路の開通を祝し、約１４０人が出席し、開通式典及び祝賀行事が執り行われ１５時００分に一般開放しました。

事業概要

開催概要

【開 催 日】令和８年２月１日（日）１０時～

【参加人数】約１４０名

そ う じゃ い ち の み や

総社・一宮バイパス

岡山市消防音楽隊による演奏

一般国道１８０号総社・一宮バイパス（一宮山崎～今岡）
吉備スマートインターチェンジ24時間化・大型車対応

開通式典を開催

総社・一宮バイパス
○ 事業期間 ：昭和４８年度～
○ 全体事業費：約７５０億円

吉備スマートインターチェンジ
○ 事業期間 ：令和元年度～

い ち の み や い ま お かや ま さ き

き び

吉備スマートIC

俄嘉屋（にわかや）による
うらじゃ演舞

祝賀行事

車両パレードの状況 12



山陰道 三隅・益⽥道路 開通式典を開催

事 業 概 要
○事業着手：平成２４年度
○全体事業費：約１，０２８億円

開 催 概 要
【開 催 日】令和８年３月２８日（土）１２時３０分～

【参加人数】約４００名

【E9】

祝 賀 行 事

益田東高校吹奏楽部による演奏 匹見太鼓 喜楽組による演奏車両パレード状況

みすみ ますだ

○ 令和８年３月２８日（土）山陰道 三隅・益田道路の開通式典を開催しました。

○ 萩・石見空港や浜田港などへのアクセス性が向上され、人流・物流の活性化や物流の効率化によるコスト低減、周遊観光の促進などが期待。

○ 事業の完成を祝し、約４００人が出席のもと開通式典、祝賀行事が執り行われ１７時３０分より一般開放しました。

13



○ 令和８年４月５日（日）、一般国道２号笠岡バイパス（笠岡東IC～カブト南IC）の開通式典を開催。
○ 本区間の開通により、観光ツアーの立ち寄り先となる道の駅「笠岡ベイファーム」へのアクセス性が向上するとともに、周辺生活道路への

通過交通が抑制され、地域の安全性向上などが期待。
○ 道路の開通を祝し、約１１０人が出席し、開通式典及び祝賀行事が執り行われ１５時００分に一般開放しました。

開催概要

【開 催 日】令和８年４月５日（日）１０時～
【参加人数】約１１０名

か さ お か か さ お か ひ が し

事業概要 笠岡バイパス

応神太鼓による演奏

一般国道２号笠岡バイパス（笠岡東IC～カブト南IC） 開通式典を開催

笠岡バイパス
○ 事業期間 ：昭和６３年度～
○ 全体事業費：約５９５億円

みなみ

車両パレードの状況

国 道

ROUTE

祝賀行事

14



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism Chugoku Regional Development Bureau

建設業を巡る動向
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平成30年7月豪雨
（岡山県倉敷市）

令和2年7月豪雨
（島根県江津市）

中国地方における近年の主な自然災害

平成30年7月豪雨
（島根県江津市）

平成30年7月豪雨
（広島県呉市）

平成21年7月 中国･九州北部豪雨
（山口県防府市）

平成22年12月～23年1月 豪雪
（国道9号：鳥取県大山町）

平成28年10月 鳥取県中部地震
M6.6 最大震度6弱
（鳥取県北栄町）

令和3年8月大雨（地すべり）
（島根県出雲市）

平成29年2月 豪雪
（国道9号：鳥取県大山町）

令和6年7月豪雨
（島根県出雲市大社町日御碕地内）

令和5年6月豪雨
（山口県美祢市）

令和5年8月 台風7号
（鳥取県鳥取市）

令和3年8月豪雨
（島根県江津市）

16平成26年8月豪雨
（広島県広島市）



・高度経済成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川施設、下水道等について、建設後５０年以上経過する施設の割合が
加速度的に高くなる。

建設後50年程度以上経過した
社会インフラの老朽化による

損 傷 事 例

トンネル（中国地方整備局管理） （N=265）

河川管理施設（中国地方整備局管理）（N=1,297)橋梁（中国地方整備局管理）（N=4,874）

中国地方における社会資本ストック数の推移（2019.3時点）

※出典：中国地方整備局調べ

下水道管渠延長（Ｌ＝約33,800km）

⾼度経済成⻑期に
整備が集中

⾼度経済成⻑期頃
に整備が集中

⾼度経済成⻑期に
初期の整備が集中 ⾼度経済成⻑期頃

から本格的に整備

高度経済成長期（1955～1973年）

高度経済成長期（1955～1973年）

高度経済成長期（1955～1973年）

高度経済成長期（1955～1973年）

顕在化する社会資本の老朽化

主桁（桁端部）の腐食・減肉・欠損
（国道２号 五日市高架橋）
(広島県広島市)

床版下面のひびわれ、変色、漏水・
遊離石灰、床板の土砂化
(国道９号 新井橋)(鳥取県岩美町)

老朽化した下水函渠腐食に起因する
道路陥没状況
(埼玉県八潮市)

出典：下水道等に起因する大規模な道路
陥没事故を踏まえた対策検討委員会
資料(R7.2.21)(国土交通省) 17



○ 中国地方のインフラ整備の担い手・地域の守り手である建設業従事者数は、現時点では不足しておら
ず施工余力はあるが、今後、中国地方全体の就労者数と比較して大きく減少する予測となっている
○ 建設現場の働き方改革と生産性向上によって、担い手を確保していくことが急務

「地域の守り手」としての重要の役割を担う建設産業

18アスファルトプラント工場の立地と供給可能範囲生コン工場の立地と供給可能範囲

0.98
0.97 0.96

0.91

0.90

0.85
0.83

0.77

0.95

0.92
0.90

0.82

0.70

0.80

0.90

1.00

2024年 2029年 2034年 2039年 2044年

就労者数(中国地方) 建設業従事者数(中国地方) 【参考】建設業従事者数(全国)

※１ 総務省「労働力調査」を元に中国地方整備局が作成 ※２ 伸率は、２０２４年を1.00とした場合の変化率

単位：伸率就業者数の推移予測

中国地方の建設従事者数は

2044年に２３％減の予測

【生産性向上】
による引き上げ

【働き方改革】
による引き上げ

1.00 1.00

建設業協会会員企業不在の自治体の地図

※青塗の県は会員企業不在の市区町村がある都道府県 
数字は会員企業不在の市区町村数  



●適切な⼊札条件等による発注
●災害対応⼒の強化（ＪＶ方式・労災保険加入）

●発注担当職員の育成
●広域的な維持管理
●国からの助言・勧告【入契法改正】

●賃⾦⽀払いの実態の把握、必要な施策
●能⼒に応じた処遇
●多様な⼈材の雇⽤管理の改善

●スライド条項の適切な活⽤（変更契約）

●休日確保の促進 ●学校との連携・広報
●災害等の特別な事情を踏まえた予定価格
●測量資格の柔軟化【測量法改正】

第三次・担い⼿３法（令和６年改正）の全体像

担
い
⼿
確
保

インフラ整備の担い⼿・地域の守り⼿である建設業等がその役割を果たし続けられるよう、
担い⼿確保・生産性向上・地域における対応⼒強化を目的に、担い⼿３法を改正

生産性
向上

地
域
に
お
け
る

対
応
⼒
強
化

議員立法

公共工事品質確保法等の改正
政府提出

建設業法・公共工事入札適正化法の改正

処遇改善

価格転嫁
（労務費への
しわ寄せ防止）

働き方改革
・環境整備

●ＩＣＴ活⽤（データ活用・データ引継ぎ）

●新技術の予定価格への反映・活⽤
●技術開発の推進

地域
建設業等
の維持

公共発注
体制強化

●標準労務費の確保と⾏き渡り
●建設業者による処遇確保

●資材⾼騰分等の転嫁円滑化
- 契約書記載事項
- 受注者の申出、誠実協議

●工期ダンピング防止の強化
●工期変更の円滑化

●ＩＣＴ指針、現場管理の効率化
●現場技術者の配置合理化

（参考）
◇公共工事品質確保法等の改正
・公共工事を対象に、よりよい取組を促進（トップアップ）
・誘導的手法（理念、責務規定）
◇建設業法・公共工事入札適正化法の改正
・⺠間工事を含め最低ルールの底上げ（ボトムアップ）
・規制的手法など 19



価格交渉における、本基準に沿った適正な労務費の確保をより円滑に進めるため、国⼟交通省において、職種分野別に、本基準を踏ま
えた適正な労務費の具体値を、トンあたり、平⽶あたり等の「単位施工量当たり労務費」の形で「基準値」として公表。

基準値は、専門工事業団体・元請建設業団体・国⼟交通省から成る「職種別意⾒交換会」等を経て決定。
基準値は、標準的な作業内容・施工条件等を前提とした場合の値とし、個別の請負契約においては、受注者が現場ごとに本基準値を
踏まえて労務費等を適正に⾒積もること、また、注文者がそれを尊重することが必要。

※基準値の定めのない職種分野においても、本基準の基本的考え方に沿った「適正な労務費」を確保する必要性に変わりはない。

基準値のフォーマット ※建築工事の原則パターン 基準値の例

※職種分野別に代表的な基準値（東京都の例）を例⽰
※基準値は個別の請負契約においてそのまま適⽤できるものではなく、特殊な気

象条件や現場制約等がある場合には、具体の作業内容や施工条件等を踏ま
え、基準値を補正して労務費を算出する必要がある。

上記を含め、13職種分野99工種（作業）において基準
値を設定済み。（全29許可業種中15業種に対応）

適用条件等基準値職種分野

代表的な歩掛の作業内容︓
建築構造物等の鉄筋の工場加工
及び現場組⽴、コンクリート打設時
における合番
条件︓
RCラーメン構造、階⾼3.5〜4.0m
程度、形状単純 等

71,472円/t鉄筋工事
（建築）

代表的な歩掛の作業内容︓
建築構造物等の合板型枠の加工
及び組⽴、コンクリート打設時の合
番、型枠点検及び保守、型枠の取
外し
条件︓
普通合板型枠、ラーメン構造・地上
軸部、階⾼3.5〜4.0m程度 等

5,291円/㎡型枠工事
（建築）

労務費に関する基準を踏まえた「基準値」の公表
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直轄工事における工事費内訳書への労務費等の記載について

○ 令和7年12月12日以降に入札手続を開始する工事から、工事費内訳書には入札金額の内訳として、材料費、労務費、法
定福利費、建設業退職金共済契約に係る掛金、安全衛生経費の記載をお願いしているところです。

○ これは、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（平成12年法律第127号）（以下、「入契法」といいま
す。）第12条の趣旨を踏まえたものですので、入札参加者さまにおかれましては、この内容について、適切に計上し記載を
お願いいたします。

○ ただし、当面の間、材料費、労務費、建設業退職金共済契約に係る掛金、安全衛生経費について、次の①②の場合は、
以下の通り記載ください。※法定福利費は従前より見積の明示を求めていることから、以下取扱いの対象外となります。
① すべてを計上できない場合、「算出不能」、「計上不可」等、その旨がわかるように記載してください。
② 一部のみ計上できない場合、計上可能な分のみ記載し、「一部のみ計上」等、その旨がわかるように記載してください。

○ 上記の取扱いが認められるのは、市場単価方式や標準単価方式等を活用している場合等により算出が困難な場合に限
ります。

（工事費内訳書（土木工事）への記載イメージ）

繰り返しになりますが、これは入契法第12条の趣旨を踏まえたものですので、ご理解いただき、
何卒ご対応いただきますよう、よろしくお願いいたします。

（直接工事費のうち、材料費 ＊＊＊＊（一部のみ計上）円）
（直接工事費のうち、労務費 算出不能 円）
（現場管理費のうち、法定福利費 ＊＊＊＊円）
（現場管理費のうち、建設業退職金共済契約に係る掛金 ＊＊＊＊円）
（工事原価のうち、 安全衛生経費 ＊＊＊＊円）

○ 「未記入」「事項無し」は原則として無効の入
札として取り扱います。

○ すべてを計上できない場合、「算出不能」、
「計上不可」等その旨がわかるように、

また、一部のみ計上できない場合はその旨
記載し、計上可能な分のみ記載ください。

★記載が抜けている場合、又は様式間違い等により事項の欄がない場合は原則として無効の入札として取り扱います。
ただし、令和８年３月31日までに入札手続を開始する工事に限り、材料費、労務費、法定福利費、建設業退職金共済契約に
係る掛金、安全衛生経費について、記載がない場合、暫定的に無効としないこととします。
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直轄土木工事における賃金・労働時間等の実態調査（試行）の概要

○ 品確法にて、適正な請負代金・賃金が支払われるよう、国に対し、賃金の支払等の実態調査、また、
運用指針には、発注者に対し、受注者の協力の下、賃金や労働時間の実態把握の努力義務が規定。

○ 国土交通省直轄土木工事において、下記を目的に、受注者希望方式で、試行的に調査を実施予定。
・下請業者への労務費の支払い ： 賃金を原資とした低価格競争を抑止し、価格や真の技術を競う等、

公正な競争環境を実現
・技能労働者への賃金の支払い ： 適正な賃金を確保し、品質確保の担い手を確保

A工事の

請負契約
金額

B工事の

請負契約
金額

C工事の

請負契約
金額

その他

労務費

機械経費

その他
経費

管理経費

賃金

国工事

県工事
民間工事

歳入 歳出

技能労働者

A工事の

請負契約
金額

B工事の

請負契約
金額

C工事の

請負契約
金額

下請業者（使用者）の経理状況の例

機械経費

労務費

材料費

共通
仮設費

一般
管理費

現場
管理費

請負契約
金額

請負契約
金額 請負契約

金額

労務費

国の工事
受注者

下請業者
（注文者） 下請業者

（使用者）

労務費労務費

入札・労務費・賃金等の流れの例

国土交通省
（発注者）

下請業者
（使用者）

技能労働者受注者
下請業者
（注文者）

契約関係

労務費 労務費 労務費 賃金

契約関係 契約関係 雇用関係

発注者が実態を把握

発注者が
実態を把握

発注者が
実態を把握

【適正な賃金の当初目標金額を設定】
公共工事設計労務単価相当の賃金

【適正な労務費の当初目標金額を設定】
設計労務単価×実労働時間

＜調査のポイント（※調査方法や調査結果の算定方法を確認することが試行の目的であり、継続的に改善を行う）＞
① 実態調査をより円滑に行うための実労働時間等を調査する仕組みの構築
② 「賃金・労働時間等の実態調査」の結果の算定方法
③ 賃金の原資となる労務費を受発注者双方が確保することを目的に積算上の作業時間の提示

※②③はシステム等の対応状況に応じて実施
22



19,121 19,116 18,584 

16,263 15,871 15,394 
14,754 

14,166 13,870 13,723 13,577 13,351 13,344 13,154 13,047 13,072 

15,175 
16,190 16,678 

17,704 18,078 
18,632 

19,392 
20,214 20,409 

21,084 
22,227 

23,600 
24,852 

25,834 

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000
公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移

令和８年３月から適用する公共工事設計労務単価について

参考：近年の公共工事設計労務単価の単純平均の伸び率の推移

注1）金額は加重平均値にて表示。平成31年までは平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出し、令和2年以降は令和2年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出した。
注2）平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した。
注3）伸び率は単純平均値より算出した。

建設投資の減少に伴う労働
需給の緩和により下降

１４年連続の上昇

単価算出手法の大幅変更
・必要な法定福利費相当額の反映を実施

（円）

H24比R08R07R06R05R04R03R02H31H30H29H28H27H26H25

+94.1%+4.5%→+6.0%→+5.9%→+5.2%→+2.5%→+1.2%→+2.5%→+3.3%→+2.8%→+3.4%→+4.9%→+4.2%→+7.1%→+15.1%全 職 種

+93.4%+4.2%→+5.6%→+6.2%→+5.0%→+3.0%→+1.0%→+2.3%→+3.7%→+2.8%→+2.6%→+6.7%→+3.1%→+6.9%→+15.3%主要12職種

・最近の労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映し、47都道府県・51職種別に単価を設定

単価設定のポイント

（25,834円）令和７年３月比；＋４．５％全 職 種
（24,095円）令和７年３月比；＋４．２％主 要 1 2 職 種

全 国
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「公共工事設計労務単価」と「雇用に伴う必要経費」の関係
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令和８年度 中国地方整備局若手優秀技術者表彰 の創設

■創設の目的、背景：

○中国地方整備局では、私たちの生活を支えるインフラの整備や維持管理、

災害時の応急復旧対応など、地域の安全・安心を担う建設業界の

「次世代の担い手確保」に貢献する施策の一つとして

『若手優秀技術者表彰』を創設し、令和８年度より表彰を行います。

○優良な成績を収めた工事・業務の若手技術者を表彰し、

インセンティブも付与することで、

・業界の積極的な採用や育成

・若手技術者のやり甲斐や達成感の創出

・定着の促進（離職者の抑制）

に寄与し、活力と魅力ある持続可能な建設業界を目指します！
業 務工 事項 目

工期開始日に４０歳以下工期開始日に３５歳以下①対象年齢

管理技術者 等
（又は主任技術者、現場代理人）

監理技術者 等
（又は特例監理技術者、主任技術者、現場代理人）

②対象者

業務評点８０点以上
(※R6平均点79.8点）

工事評点８１点以上
(※R6平均点80.3点）

③推薦基準

生涯１回限り生涯１回限り④表彰制限

建設：0.6点（事務所長の1/2） ・ 4年間
港湾：1.8点（上位加点の0.6掛け)・ 3年間

建設：0.7点（事務所長の1/2）･ 4年間
港湾：0.5点（事務所長の1/2）･ 5年間

⑤インセンティブ 25



○建設業においては、従事者の減少が急速に進むと予測され、生産性の向上は必須の課題
○こうした背景を踏まえ、本試行は、導入にかかるコストや評価が障害となり、現行の調達制度の中で普及が進みにくい新技

術・新工法等について、適切な評価及び活用を推進し、小構造物や維持修繕等の人手に依存しがちな施工環境の改善を通じ
て、更なる生産性向上を図るとともに、建設現場の省人化を推進することを目的とする。（品確法）

【中国担い手確保アクションプラン 第２弾】

中国「省人化チャレンジ」始動！ ～地域建設業の省人化技術へのﾁｬﾚﾝｼﾞを支援～

令和８年度４月から

新技術で働き方を改革
建設業の生産水準の確保
建設業が選ばれる産業へ

チャレンジ提案と実行に加点評価
チャレンジ費用の計上
活用効果を可視化し横展開

有用な新技術活用の活性化
現場の生産性向上
省人化技術の開発促進

ステップ①

【制度面での支援】 により
ステップ②

【省人化技術が好循環】 し

【新規】

ステップ③

【持続可能な建設業】 を実現

【期待される効果】

【課 題】

○現場作業を担う技能労働者が減少

○小規模工事ほど機械化が難しく人手も多く必要

○実績が無い新技術導入の壁
・新技術の導入費用
・分からない活用効果

【概 要】

対象工事 施工能力評価型（Ⅱ型）

対象技術 NETIS-A、NETIS未登録技術

対象工種 「土工（床堀、埋め戻し含む）、「小構造物」、「維持修繕」

評 価

費 用 契約額の5%を上限に費用計上

総合評価点及び工事成績を加点

※施工（作業）限定した省人化技術とし、施工管理等のソフト技術、
目的物や材料の変更を含む省人化技術は対象外

［建設現場の省人化・生産性向上のイメージ］生産性
人・日

２０２３年 ２０４０年

2023時点
生産性

減少の影響を
受けた生産性

省人化チャレンジ

省人化・効率化
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【省人化チャレンジ工事（省人化Ａ型）】※契約前提案型

【中国担い手確保アクションプラン 第２弾】

中国「省人化チャレンジ」 施策概要
令和８年度４月から

●契約後、受注者の提案により実施
●総合評価による加点なし

評価方法

●当初契約額の5%程度を上限に費用を計上 （変更契約）

費 用

工事成績評定

対象工事

●施工能力評価型（Ⅱ型） 分任官工事 ●施工能力評価型（Ⅱ型） 分任官工事

●参加申請時に提案を求め、提案により実施
●発注者が求めるテーマに即した技術の提案を評価し、

総合評価において加点
※参加申請時に省力化技術活用計画を提出

●提案された具体的な技術の活用を確認し、創意工夫において加点
※NETIS以外は、NETISへ新規登録申請した場合に加点

●当初契約額の5%程度を上限に費用を計上 （変更契約）

【新規】

対象技術

【省人化チャレンジ工事（省人化Ｂ型）】※契約後提案型

評価方法

費 用

工事成績評定

対象工事

●提案された具体的な技術の活用を確認し、創意工夫において加点
※NETIS以外は、NETISへ新規登録申請した場合に加点

有用な省人化新技術の普及・拡大【発注者指定(有用なＡ技術) 】
早期にＮＥＴＩＳ-VEへ移行

【試 行】
ＮＥＴＩＳ-Ａ技術の増加

対象技術
●実績が無くても優れている省人化新技術 （NETIS-A 、NETIS未登録
技術）を対象

●「土工（床堀、埋戻し含む）」、「小構造物」、「維持・修繕」の施工（作業）に関す
る省人化技術

※施工（作業）限定した省人化技術とし、施工管理等のソフト技術、目的物や材料
の変更を含む省人化技術は対象外

●「土工（床堀、埋戻し含む）」、「小構造物」、「維持・修繕」の施工（作業）に関
する省人化技術

※施工（作業）限定した省人化技術とし、施工管理等のソフト技術、目的物や材料
の変更を含む省人化技術は対象外

●実績が無くても優れている省人化新技術 （NETIS-A 、NETIS未登録
技術）を対象
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施工時期や時間について柔軟な動労環境支援

（１－１） 猛暑期間を回避した工事
・発注者が事前に調整し、外業を伴わない期間（余裕期間、準備期間、後片付け期間等）が
猛暑期間に収まるよう工期設定した工事の発注

（１－２） 猛暑期間を休工可能とする工事発注
・発注者が設定した猛暑期間のうちで、施工者が休工期間を任意で設定（２週間以上必須）
できる工事の発注

（１－３） 猛暑期間における現場施工回避の協議明記
・施工者の提案により、猛暑期間に休工する場合、工期延期の協議に柔軟に対応することを
特記仕様書に明記

（１－４） 猛暑時間の施工回避
・施工者の提案により、暑い時間を避けるため作業時間を変更する場合、必要があれば、
施工者が行う関係機関等協議等に発注者が協力をすることを特記仕様書に明記

中国地整独自 地域の実情を反映した工期設定
・県単位で設定していた雨休率を、地域生活圏毎での設定に見直すことで、
きめ細やかな工期設定を実施（令和８年度から）

猛暑対策経費
・現場環境改善費での熱中症対策費用の計上【継続】

【中国地整担い手確保アクションプラン 第３弾】
「猛暑対策サポートパッケージ」の導入！

～多様な働き方を実現し、
建設業の未来を創造！～

○中国地整では、建設業における働き方改革推進のため平成２８年度から週休２日に取り組んでおり、これまでの取組を通じ、建設業は週休２日の
可能な業界であることを中国地整、５県２政令市で確認。

○一方、過去３年間の平均気温は統計史上１位～3位を占める猛暑環境が続くなか、屋外での作業を要す建設業において、労働環境の改善が緊急
の課題。

〇令和８年の夏も全国的に平年より高くなると気象庁より発表され、 画一的な対策ではなく施工者に合った対策を選べるよう猛暑期間を回避し
た工事や休工可能とする工事など、猛暑対策を推進することで、受注者の意向に沿った多様な労働環境を創造。

週休２日の取組の拡大

週

休

２

日

可

能

な

業

界

中国地整 週休２日の取組率

多様な働き方の推進

５県２政令市 週休２日の取組率
※中国ブロック発注者協議会資料をもとに５県２政令市の平均を算出

全ての工事で実施

事業工程等に支障
のない全ての工事
で取組実施

当初工期に
含める

休工期間の
工期延期

Ｈ２８ Ｒ７
Ｒ８～
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○ “１ｓｔステージ”では、デジタル技術を活用した、河川流量観測の自動化、道
路出張所業務の高度化、汎用的な業務への生成ＡＩの試行、窓口業務のオンラ
イン化など、多岐にわたる８１の取組を実施。

○ “２ｎｄステージ”では、生成ＡＩやシステムの導入、通信技術を活用した情報
共有化など、業務を効率化する１６の取組を集中的に実行し、定型業務に費や
す時間の５割削減を目指すなど、業務のトランスフォーメーションを実現。

【概 要】

○生成ＡＩやシステムの導入により定型業務を効率化

・議事録作成にＡＩを活用

・勤務時間管理にシステムを活用 など

○通信技術を活用した情報共有化

・TEC-FORCE活動をバックオフィスで支援

・「先遣飛行隊」（ドローン)で被災状況の早期把握

・遠隔操作ｼｽﾃﾑ付車両の導入で迅速な災害復旧

○職員のＤＸリテラシーを向上

・ ＤＸ技術が使える職員を育成のため、
若手～管理職迄の全職員を対象とした、
i-Con等の演習を主とする研修を実施

【期待される効果】

○ＷＬＢの向上による活気のある職場の形成

○自主的な研鑽によるスキルアップの促進

○全職員のＤＸ技術の理解度向上

【中国地整・担い手確保アクションプラン第４弾】
「中国地整インフラＤＸ推進計画２０２６」を策定

中国地整業務の効率化

■遠隔操作システム付車両のイメージ

○ “１ｓｔステージ” では、ICT活用工事実施件数の拡大を進め、建設現場での
生産性向上に取り組んできた。

○ 将来の建設従事者の減少が予測されるなか、持続的なインフラ整備・維持管
理を実施するためには、更なる生産性向上が急務。

○ “２ｎｄステージ”では、i-Construction2.0の実現に向け、施工のオート
メーション化に向けた取組や施工の効率化を追求する設計などの取組により、
2029年度（R11)に生産性１０％向上を目指す。

【概 要】

○施工の効率化を追求した設計を実施

・直接形状で設計
（道路線形に依存せず効率化）

・プレキャスト工法適用拡大

○ＩＣＴ活用工事の原則化や複数工種
でのICT活用を推進

○遠隔施工の試行工事を導入

○BIM/ CIM等、測量から設計・施工・
維持管理まで3次元データ連携の推進

【期待される効果】

○全ての工事でICT施工をあたり前に
行う環境創出

○設計段階から効率的な施工環境の創出

建設現場の生産性向上

定型業務に費やす時間を５割削減 生産性１０％向上

■遠隔操縦機械の操作状況

道路線形にあわせ
曲線形状で設計

4.0m

道路線形に依存せず
直線形状で設計

5.0m

■ボックスカルバートにおける施工合理性を考慮した
設計の例

：道路線形

：ボックス

【凡例】

○中国地方整備局では、２０２２年度に「中国地整インフラDX推進計画」を策定し、２０２５年度までの４ヶ年を通じて、①中国地整が
行う業務の効率化に資する８１の取組と、②建設現場の生産性向上に資する取組を推進してきました。

○２０２６年度からの５カ年を新たに２ndステージと位置づけ、①AIの活用等による業務の大幅な効率化と、②i-Construction2.0の
実現に向けた取組を集中的に実施し、真のデジタル・トランスフォーメーションへの昇華を目指します。
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